
上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき、書面交付
請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記
載を省略しております。

第23回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

●　連結計算書類
「連結注記表」

●　計算書類
「個別注記表」

第23期
（2023年１月１日から2023年12月31日まで）

株式会社エージェント・インシュアランス・グループ



建物 ３～39年
車両運搬具 ２～５年
工具、器具及び備品 ２～10年

連　結　注　記　表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数　２社
・連結子会社の名称

株式会社保険ショップエージェント
Agent America, Inc.

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）及
び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
　また、在外連結子会社は定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
ａ. ソフトウエア

　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づい
ております。

ｂ. 顧客関連資産
　当社及び国内連結子会社が中小保険代理店の事業承継の際に中小保険代理店が管理する保険契
約に係る保険代理店としての地位を一括で承継することにより取得した顧客関連資産について
は、その対価の算定根拠となった将来の収益獲得見込期間（９年～15年）に基づく定額法を採
用しております。

ハ. リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額については、リース契約上の残価保証の取決めがあるも
のは当該残価保証額とし、それ以外のものは零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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有形固定資産の減価償却累計額 50,936千円

当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

発 行 済 株 式

普 通 株 式 2,316,000 7,000 － 2,323,000

合 計 2,316,000 7,000 － 2,323,000

④ 収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点、すなわち、保険代
理店事業に係る保険会社との契約における当社グループの履行義務を、保険契約の取次を行う義務
と、取り次いだ保険契約の保全を行う義務として識別した上で、それぞれが充足されたと認められる
時点で収益を認識しております。
　これにより、代理店手数料売上高は顧客との契約における履行義務が充足した契約から獲得され
る、代理店手数料の金額を営業収益として計上しております。なお、保険契約の解約等に伴い発生す
ると見込まれる代理店手数料の予想返金額については営業収益から控除し、代理店手数料返金負債を
計上しております。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法
　当社及び国内連結子会社は、確定拠出年金制度を導入しております。退職給付に係る費用は、拠出
した時点で費用として認識しております。

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、連結決算日の直物為替
相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しておりま
す。

２. 収益認識に関する注記
　当社及び連結子会社は、保険代理店事業に係る保険会社との契約における保険契約の取次を行うこと及
び取り次いだ保険契約の保全を行うことを履行義務として識別しており、それぞれが充足されたと認めら
れる時点で収益を認識しております。それぞれの履行義務は、保険会社がその便益を享受した時点で充足
されます。具体的には、当社及び国内連結子会社は、毎月、原則として、保険会社からの入金を確認した
上で、保険会社から受領する代理店手数料の明細を基に代理店手数料売上高を計上しております。ただ
し、入金を確認出来ない場合には、保険会社から受領する代理店手数料の金額の通知を基に代理店手数料
売上高を計上しております。なお、保険代理店事業から生じる収益の内訳は、国内事業3,315,446千円、
海外事業232,026千円となります。

３. 連結貸借対照表に関する注記

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）普通株式の発行済株式総数の増加7,000株は、第三者割当による新株の発行によるものであります。

－ 2 －



５. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループの資金運用については、事業投資計画等に照らして、必要な資金を主に銀行借入によ
り調達しております。また、余剰資金に関しては安全性の高い金融資産で運用しております。デリバ
ティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、業務提携等に関連する株式であり、実質価額の変動リスクに晒されております。
　長期貸付金は、主に従業員に対するものであり、貸付先の信用リスクに晒されております。
　敷金及び保証金は、主に建物賃貸借契約に係るものであり、差し入れ先の信用リスクに晒されてお
ります。
　営業債務である営業未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
　借入金は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。このうち、一
部は金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権・長期貸付金・敷金及び保証金について、経営企画本部が主要な取引
先の状況を定期的に確認し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化
等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、借入金利の変動リスクについて、定期的に市場金利の状況を把握する事により
管理しております。
　投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、保有状況を継
続的に見直しております。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき、経営企画本部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとと
もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても親会
社が同様の管理を行っております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　時価の算定においては、一定の前提条件等を採用しており、異なる前提条件によった場合、当該価
額が異なる場合があります。

⑤ 信用リスクの集中
　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち43.9％が特定の大口顧客に対するもの
であります。
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時　　価（千円） 差　　額（千円）

(1) 長期貸付金（1年内返済予
定のものを含む） 662 662 0

(2) 敷金及び保証金 29,524 29,501 △23

資産計 30,186 30,164 △22

(1) 長期借入金（1年内返済予
定のものを含む） 318,800 318,799 △0

(2) リース債務（1年内返済予
定のものを含む） 22,201 22,125 △76

負債計 341,001 340,924 △76

（単位：千円）
区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 81

出資金 30

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2023年12月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。

（※１）現金は注記を省略しており、預金、売掛金、短期借入金、営業未払金は短期間で決済されるため、時価が帳簿
価額に近似することから、注記を省略しております。

（※２）市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は次のとおりであります。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当
該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価
の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。
①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

　該当事項はありません。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期貸付金（1年内
返済予定のものを
含む）

－ 662 － 662

敷金及び保証金 － 29,501 － 29,501

資産計 － 30,164 － 30,164
長期借入金（1年内
返済予定のものを
含む）

－ 318,799 － 318,799

リース債務（1年内
返済予定のものを
含む）

－ 22,125 － 22,125

負債計 － 340,924 － 340,924

１株当たり純資産額 520円81銭
１株当たり当期純利益 44円00銭

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期貸付金（1年内返済予定のものを含む）
　長期貸付金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の貸付を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定しており、レベル２に分類しております。
敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価については、償還予定時期を見積り、安全性の高い長期の債券の利回り
で割り引いた現在価値によって算定しており、レベル２に分類しております。
長期借入金（1年内返済予定のものを含む）
　長期借入金の時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており、固定金利によるものは、元
利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しており、
レベル２に分類しております。
リース債務（1年内返済予定のものを含む）
　リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定
される利率で割り引いて算定しており、レベル２に分類しております。

６. １株当たり情報に関する注記

７. 重要な後発事象に関する注記
株式取得による企業結合

当社は、2024年２月14日開催の取締役会において、ファイナンシャル・ジャパン株式会社の発行済
株式の100％を取得して同社を子会社化することについて、基本合意書を締結することを決議し、同日
付にて基本合意書を締結いたしました。なお、2024年４月１日付にて同社株式の取得を予定しており
ます。

（1）企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　ファイナンシャル・ジャパン株式会社
事業内容　　　　　保険募集業務、銀行代理業務、金融仲介業務、各種コンサルティング業

②企業結合を行う主な理由
ファイナンシャル・ジャパン株式会社は、2013年の創立以来、独自の戦略と企業文化により生

命保険を主軸とする総合保険代理店として着実な成長を遂げております。今回の株式取得により、
損害保険及び海外保険事業の基盤がある当社と一つのグループとして事業を展開することで、生命
保険・損害保険・海外保険ブローカーの３つの主軸を有する企業グループとなり、保険業界におい
て確固たる地位を築くことが可能になると考えています。グループ全体での事業シナジー、ノウハ
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ウの共有等を促進することで、マーケットの更なる拡大や収益力の向上を図り、シナジー効果を最
大限に発揮することが可能になると判断し、2024年２月14日開催の取締役会において、同社の発
行済株式の100％を取得して同社を子会社化することについて、基本合意書を締結することを決議
し、同日付にて基本合意書を締結いたしました。

③企業結合日（予定）
2024年４月30日（みなし取得日）

④企業結合の法的形式
株式取得

⑤結合後企業の名称
変更ありません。

⑥取得する議決権比率
100％

⑦取得企業を決定するに至る主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。

（2）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
現時点では確定しておりません。

（3）主要な取得関連費用の内訳及び金額
現時点では確定しておりません。

（4）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

（5）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。
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建物 ３～39年
車両運搬具 ２～5年
工具、器具及び備品 ２～10年

個　別　注　記　表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券

市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
・有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。（ただし、建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備については、定額法を採用しています。）
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

・無形固定資産（リース資産を除く）
① ソフトウエア

　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいて
おります。

② 顧客関連資産
　当社が中小保険代理店の事業承継の際に中小保険代理店が管理する保険契約に係る保険代理店と
しての地位を一括で承継することにより取得した顧客関連資産については、その対価の算定根拠と
なった将来の収益獲得見込期間（９年～15年）に基づく定額法を採用しております。

・リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額については、リース契約上の残価保証の取決めがあるものは
当該残価保証額とし、それ以外のものは零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準
・貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 41,234千円

　短期金銭債権 2,612千円

営業取引による取引高 13,318千円
営業取引以外の取引による取引高 20,400千円

当 事 業 年 度
期首株式数（株）

当 事 業 年 度
増加株式数（株）

当 事 業 年 度
減少株式数（株）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

自 己 株 式

普 通 株 式 － 104 － 104

合 計 － 104 － 104

繰延税金資産
代理店手数料返金負債 14,003千円
未払事業税 2,650千円
一括償却資産 823千円
資産除去債務 9,631千円
その他 1,256千円

繰延税金資産小計 28,366千円
評価性引当額 △1,000千円
繰延税金資産合計 27,365千円

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点、すなわち、保険代理店事業に係る保
険会社との契約における当社の履行義務を、保険契約の取次を行う義務と、取り次いだ保険契約の保全
を行う義務として識別した上で、それぞれが充足されたと認められる時点で収益を認識しております。
　これにより、代理店手数料売上高は顧客との契約における履行義務が充足した契約から獲得される、
代理店手数料の金額を営業収益として計上しております。なお、保険契約の解約等に伴い発生すると見
込まれる代理店手数料の予想返金額については営業収益から控除し、代理店手数料返金負債を計上して
おります。

２. 収益認識に関する注記
　連結注記表の「２．収益認識に関する注記」に記載しているため、注記を省略しております。

３. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

5. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加104株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

6. 税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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法定実効税率 30.6％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 8.2％
住民税均等割 12.7％
評価性引当額の増減 1.6％
賃上げ促進税制による税額控除 △7.5％
その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.4％

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社 株式会社保険ショ
ップエージェント 直接 100.0

（所有）
　

役員の兼任、従
業員の兼務・出
向等

経営管理、運営管
理に係る業務 20,400 未 収 入 金

立 替 金
1,870

23

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

そ の 他 の
関 係 会 社
の 子 会 社

メディケア生命
保 険 株 式 会 社 － 保険募集の媒介 生命保険募集代理

店委託契約 109,181 売 掛 金 22,163

１株当たり純資産額 405円21銭
１株当たり当期純利益 9円20銭

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳

7. 関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）経営管理、運営管理に係る業務については、役務提供に対する費用等を勘案し決定しております。

(2) 兄弟会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）生命保険募集代理店委託契約については、一般の取引条件と同様に決定しております。

8. １株当たり情報に関する注記

9. 重要な後発事象に関する注記
株式取得による企業結合
　当社は、2024年２月14日開催の取締役会において、ファイナンシャル・ジャパン株式会社の発行済
株式の100％を取得して同社を子会社化することについて、基本合意書を締結することを決議し、同日
付にて基本合意書を締結いたしました。なお、2024年４月１日付にて同社株式の取得を予定しており
ます。詳細につきましては、連結注記表の「7．重要な後発事象に関する注記」に記載のとおりです。
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